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⽇本海溝・千島海溝沿いの巨⼤地震対策検討ワーキンググループ

（第２回）

内閣府（防災担当）

被害想定⼿法について
（第1回ワーキンググループでのご意⾒を踏まえた⼿法の検討）



【基本】
•津波浸⽔域において津波が到達する時間（浸⽔深30cm以
上）までに避難が完了できなかった者を津波に巻き込まれたものと
し、そこでの浸⽔深をもとに死亡か負傷かを判定する。

•なお、揺れによる建物倒壊に伴う⾃⼒脱出困難者は津波からの
避難ができないものとする。

•①避難⾏動（避難の有無、避難開始時期）、②津波到達時
間までの避難完了可否、③津波に巻き込まれた場合の死者発⽣
度合の３つに分けて設定

•浸⽔域内に津波避難ビル・タワーが整備されているところでは、浸
⽔域内にいる⼈は津波避難ビル等に逃げ込むことで助かることがで
きる。ここでは、津波避難ビル等による⼈的被害軽減効果を考慮
したケースも検討する。

【地域特性・社会特性・気象条件等の反映】
•地域特性（平野部/傾斜部）、積雪・寒冷地の特性（積雪・凍
結時での避難速度の低下）や東⽇本⼤震災の状況を踏まえた
避難⾏動要⽀援者同⾏避難時の避難速度の低下を考慮

•冬季においては、⾼台や津波避難タワー等の⼀時避難場所に避
難できた場合においても暖が取れなければ凍死・低体温症となる
危険性がある点を考慮することが考えられる。

⇒ ⼀定の許容時間内に暖の取れる避難所等への避難完
了が可能かを判断

津波による⼈的被害津波による⼈的被害
〇基本的な考え⽅

 今回想定で採⽤する⼿法

2

滞留⼈⼝ 津波影響⼈⼝

①避難⾏動の違い
（避難の有無、避難開始時間）

直接避難/⽤事後避難/切迫避難・避難しない
②避難未完了率

（⼀次）避難完了 避難未完了

津波に巻き込まれる

最⼤浸⽔深

③浸⽔深別死者率

死亡 負傷

（冬季）
暖の取れる避難
所等への避難

（冬季以外）
⽣還

（冬季）⽣還

冬季は避難速度が低下

①津波による⼈的被害（積雪寒冷、避難⾏動要⽀援者の状況等を考慮）
〇基本的には、南海トラフ巨⼤地震の被害想定（平成24年公表）の⼿法を適⽤
〇その上で、地域特性（平野部/傾斜部）、積雪・寒冷地の特性（積雪・凍結時での避難速度の低下）や

東⽇本⼤震災の状況を踏まえた避難⾏動要⽀援者同⾏避難時の避難速度の低下を考慮



【避難⾏動の違い（避難の有無、避難開始時期）】
•南海トラフ巨⼤地震の被害想定（H24）と同様、東⽇本⼤震災
の被災地域での調査結果（「津波避難等に関する調査結果」
（内閣府・消防庁・気象庁））及び過去の津波被害（北海道南
⻄沖地震、⽇本海中部地震）の避難の状況を踏まえ、次表のよう
な４つの避難パターンを設定し、幅を持った表現とする。

【避難未完了率】
•南海トラフ巨⼤地震の被害
想定（H24）と同様、発災
時の所在地から安全な場所
まで避難完了できない⼈の割
合（避難未完了率）をシ
ミュレーションで算定。

避難元メッシュ 

避難先メッシュ 

隣接メッシュ 

要避難メッシュ 
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表 避難の有無、避難開始時期の設定 

 避難行動別の比率 

避難する 

切迫避難あるいは 

避難しない 
すぐに避難する 

（直接避難） 

避難するがすぐに

は避難しない 

（用事後避難） 

全員が発災後すぐに

避難を開始した場合 

（避難開始迅速化） 

100% 0% 0% 

早期避難者比率が高

く、さらに津波情報の

伝達や避難の呼びか

けが効果的に行われ

た場合 

（早期避難率高＋呼び

かけ） 

70% 

（※1） 

30% 

（※2） 

0% 

（※3） 

早期避難者比率が高

い場合 

（早期避難率高） 

70% 

（※1） 

20% 

（※2） 

10% 

（※4） 

早期避難者比率が低

い場合 

（早期避難率低） 

20% 

（※5） 

50% 

（※2） 

30% 

（※6） 

※1：すぐに避難した人の割合が最も高い市で約67％であった。また、従来の被害想定では北海道南西沖地震の事
例から意識の高いケースとして70％としている。これらを踏まえて、従来想定どおりの70％と設定 

※2：全体から「すぐに避難する」＋「切迫避難あるいは避難しない」の割合を引いた数値として設定 
※3：津波情報や避難の呼びかけを見聞きしている中でそれをもって避難のきっかけとなった場合、切迫避難の割合

が一番低い市で0％である。また、従来の被害想定では意識が高い場合に2％としている。 
※4：従来の被害想定では意識が高い場合に避難しない人の割合を2％としているが、東日本大震災では意識の高

い地域でも6.5％もの人が避難しなかった（死者含む）ことを踏まえて設定。 
※5：すぐに避難した人の割合が最も低い市で約35％であった。また、従来の被害想定では日本海中部地震の事例

から意識の低いケースとして20％としている。この市は避難意識の高い地域と考えられるが、それでも予想を
超えて津波浸水の被害を受けた地区が多いこと等もあり、早期避難率は低い。他の地域は相対的により意識
の低い地域が多いと考えられることから、以上を踏まえて、従来想定どおりの20％と設定 

※6：切迫避難（死者含む）の割合が高い市で25％～約27％であった。また、従来の被害想定では意識が低い場合
に32％としている。これらを踏まえて30％と設定 

津波による⼈的被害（続き）津波による⼈的被害（続き）

【避難判定⽅法】
①要避難メッシュの特定

最⼤津波浸⽔深が30cm以上となる要避難メッシュを特定
②避難先メッシュの設定

各要避難メッシュ（避難元メッシュ）から最短距離にあり、かつ
避難元メッシュよりも津波浸⽔深1cm到達時間が⻑い、津波浸
⽔深30cm未満の避難先メッシュを特定する。

③避難距離の算定
メッシュ中⼼間の直線距離の1.5倍を避難距離とする（東⽇本

⼤震災の実績）。
④避難完了所要時間の算定

各要避難メッシュについて、避難距離を避難速度（東⽇本⼤
震災の実績から平均時速を設定）で割って避難完了所要時間
を算出。なお、避難開始時間は、昼間発災時は、直接避難者
で発災5分後、⽤事後避難者で15分後とし、切迫避難者は当
該メッシュに津波が到達してから避難するものとする。

⑤避難成否の判定
各要避難メッシュについて、避難先メッシュの隣接メッシュにおけ

る浸⽔深30cm到達時間と避難先メッシュまでの避難完了所要
時間を⽐較し、避難⾏動者別に避難成否を判定する。

• 東北地⽅太平洋沖地震は昼間の発⽣であったが、夜間発災の場合にはより避難が遅れる
ことが想定される。夜間の場合には、避難開始は昼間に⽐べてさらに5分準備に時間がかか
ると仮定するとともに、避難速度も昼間の80％に低下するものとする。

• また、積雪寒冷期における避難速度は上記避難速度を低下させるものとする。

•積雪寒冷期、避難⾏動要⽀援者の有無、勾配等の地域特性に応
じた避難速度の違いについて別途設定する。

①津波による⼈的被害（積雪寒冷、避難⾏動要⽀援者の状況等を考慮）

以下、南海トラフの検討の例（設定値については今後要検討）
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【参考】 避難速度の設定

表 徒歩による避難速度（設定値、昼間）

＊平野部=勾配5％未満、傾斜部=勾配5％以上

・東⽇本⼤震災時の平均徒歩避難速度は2.24km/h（0.62m/s）と設定
→さらに平野部は全体平均の1.12倍、傾斜部は0.71倍として設定

・積雪時の避難速度は、東⽇本⼤震災の平均避難速度の8割に設定、それに対して、未除雪の場合さらに
4割低下、凍結路⾯時は1割低下として設定

・東⽇本⼤震災の実績より、避難時の状況として、健常者中⼼での避難が8割、避難⾏動要⽀援者同⾏
での避難が2割と設定

①津波による⼈的被害（積雪寒冷、避難⾏動要⽀援者の状況等を考慮）

〇地域特性（平野部/傾斜部）、積雪・寒冷地の特性（積雪・凍結時での避難速度の低下）、避難⾏動
要⽀援者同⾏避難時を踏まえて、避難速度の低下を反映

単位︓時速km/h（括弧内は秒速m/s）

全体 2.43 (0.68) 1.69 (0.47) 2.24 (0.62)
平野部 2.72 (0.76) 1.89 (0.53) 2.51 (0.70)
傾斜部 1.73 (0.48) 1.20 (0.33) 1.59 (0.44)
全体 1.94 (0.54) 1.35 (0.38) 1.79 (0.50)
平野部 2.18 (0.60) 1.51 (0.42) 2.01 (0.56)
傾斜部 1.38 (0.38) 0.96 (0.27) 1.27 (0.35)
全体 1.17 (0.32) 0.81 (0.23) 1.08 (0.30)
平野部 1.31 (0.36) 0.91 (0.25) 1.20 (0.33)
傾斜部 0.83 (0.23) 0.58 (0.16) 0.76 (0.21)
全体 1.75 (0.49) 1.22 (0.34) 1.61 (0.45)
平野部 1.96 (0.54) 1.36 (0.38) 1.81 (0.50)
傾斜部 1.24 (0.35) 0.86 (0.24) 1.15 (0.32)

（100%）

避難⾏動
要⽀援者同⾏ 全体健常者中⼼

（80%） （20%）
地域特性別

積雪時

豪雪時（未除雪時）

凍結時

冬季

冬季以外 ⾮積雪・⾮凍結時
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〇従来の⽇本海溝・千島海溝の被害想定における⽊造建物被害関数は地域性や季節を考慮していたが、
今回も同様に地域性や季節を考慮する必要があるかどうかについて検討。

〇近年の研究において、北海道⽴総合研究機構（道総研）が北海道における⽊造建物の耐震性能をもと
にした建物被害関数※の構築を⾏っており、積雪がある場合とない場合とでは全壊率が⼤きく異なることを⽰
している。

※⽵内慎⼀,⼾松誠,千葉隆史,川村壮「積雪寒冷期の⼤規模地震に対応した建物リスク」（北海道⽴総合研究機構 調査研究報告､No.393､2019）

（参考）H18⽇本海溝 建築年1962〜1980年
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特別豪雪地帯(冬)

寒冷地＋豪雪地帯(冬)

極寒冷地＋豪雪地帯(冬)、
寒冷地(冬以外)

極寒冷地(冬以外)

②揺れによる建物被害（積雪寒冷地の建物仕様を考慮した⽊造建物被害関数の構築）



〇基本的な考え⽅

 今回想定で採⽤する⼿法
全出⽕件数＝震度別⽤途別出⽕率×震度別⽤途別対象物数
炎上出⽕件数＝（１－初期消⽕成功率）×全出⽕件数

震度 6弱以下 6強 7

初期消火成功率 67% 30% 15%

〇初期消⽕成功率

②建物倒壊した場合の⽕気器具・電熱器具からの出⽕

建物倒壊した場合の全出⽕件数
＝建物倒壊棟数

×季節時間帯別の倒壊建物１棟あたり出⽕率
ここで、季節時間帯別の倒壊建物１棟あたり出⽕率︓
0.0449％（冬深夜）、0.0629％（夏12時）、0.153％（冬18時）

③電気機器・配線からの出⽕

電気機器からの出⽕件数＝0.044%×全壊棟数
配線からの出⽕件数＝0.030%×全壊棟数

•東京消防庁出⽕危険度測定（第8回、平成23年）におけ
る住宅の初期消⽕成功率を適⽤する。

•電気機器・配線からの出⽕は建物全壊の影響を強く受けると
考え、全壊率との関係で設定する。

•阪神・淡路⼤震災時の事例から、冬における倒壊建物１棟あ
たり出⽕率を0.0449%とし、さらに時刻別に補正する。

•暖房器具類を使わない夏の場合には、倒壊建物１棟あたり出
⽕率を0.0286%とする。

•時刻補正係数は1.0（深夜）、2.2（12時）、3.4（18
時）とする。

• 出⽕要因の多くを占める⽕気器具、電気関係からの出⽕を取り扱う。また、停電時
には電気関係からの出⽕はなく、停電復旧後に出⽕することも考えられるが、ここで
は保守側の観点から、電気関係からの出⽕も地震直後に発⽣するものとして考える。

• ①建物倒壊しない場合の⽕気器具・電熱器具からの出⽕、②建物倒壊した場合
の⽕気器具・電熱器具からの出⽕、③電気機器・配線からの出⽕の３つに分けて
出⽕率を設定する。

• 建物倒壊しない場合の出⽕は、震度別・⽤途別・季節時間帯別の全出⽕率を設
定し、算定する。

• 震度別の初期消⽕成功率を考慮して炎上出⽕件数を算定する。

①建物倒壊しない場合の⽕気器具・電熱器具からの出⽕
ステップ１

ステップ２

ステップ３

要因別 震度別 出火率 

対象物用途別 要因数 

地域別 用途別 

対象物数 

震度分布 

対象物用途別 震度別 出火率 

× 

出火要因 
・火気器具（石油ストーブ、ガスコンロ等）

・電気関係（電気ストーブ、白熱スタンド、電気
配線等） 

（化学薬品・工業炉・危険物施設等は全体

に占める割合が非常に少なくメッシュ別
把握は困難であるため、ここでは取り扱

わないこととする。） 

×

地域別 

全出火件数 

ステップ４

震度別 

初期消火成功率 １－ 

×

地域別 

炎上出火件数 

火気使用環境調査など 

要因種類ごとのＥＴＡ（Event 

Tree Analysis）等により設定 

冬深夜

震度５弱 震度５強 震度６弱 震度６強 震度７

飲食店 0.0003% 0.0009% 0.0047% 0.0188% 0.066%

物販店 0.0001% 0.0004% 0.0013% 0.0059% 0.051%

病院 0.0002% 0.0004% 0.0014% 0.0075% 0.118%

診療所 0.0000% 0.0002% 0.0005% 0.0018% 0.007%

事務所等その他事業所 0.0000% 0.0001% 0.0004% 0.0020% 0.011%

住宅・共同住宅 0.0002% 0.0006% 0.0021% 0.0072% 0.026%

夏12時

震度５弱 震度５強 震度６弱 震度６強 震度７

飲食店 0.0029% 0.0076% 0.0346% 0.1152% 0.331%

物販店 0.0005% 0.0015% 0.0071% 0.0253% 0.123%

病院 0.0009% 0.0016% 0.0070% 0.0296% 0.313%

診療所 0.0004% 0.0004% 0.0016% 0.0050% 0.023%

事務所等その他事業所 0.0005% 0.0017% 0.0083% 0.0313% 0.183%

住宅・共同住宅 0.0003% 0.0003% 0.0013% 0.0043% 0.021%

冬18時

震度５弱 震度５強 震度６弱 震度６強 震度７

飲食店 0.0047% 0.0157% 0.0541% 0.1657% 0.509%

物販店 0.0007% 0.0022% 0.0085% 0.0302% 0.158%

病院 0.0008% 0.0017% 0.0072% 0.0372% 0.529%

診療所 0.0004% 0.0010% 0.0036% 0.0130% 0.041%

事務所等その他事業所 0.0003% 0.0012% 0.0052% 0.0216% 0.177%

住宅・共同住宅 0.0010% 0.0034% 0.0109% 0.0351% 0.115%

★なお、感震ブレーカー設置率を北海道13％、東北5％※として、
その分だけ電気⽕災による出⽕が抑制されるものと考えるもの
とする。 ※︓防災に関する世論調査（平成29年11⽉、内閣府）

★寒冷地は、冬季において⽕気等を他の地域に⽐べて多く使⽤することによる出⽕
危険性が考えられる。平成18年想定においては、厨房⽤・暖房⽤エネルギー消
費量の⽐率から季節係数を算定して乗じている。⼀⽅で、寒冷地の平常時⽕災
の出⽕率の違いに着⽬して、これが⽕気等の使⽤環境の違いが主原因と考えて、
出⽕率の地域倍率を⽤いて補正することも考えられる。これらの点を検討して、寒
冷地の特性を反映するものとする。

③揺れによる⽕災の出⽕（北海道・東北地域における⽕災想定⼿法の構築）
〇基本的には、南海トラフ巨⼤地震や⾸都直下地震の想定⼿法を適⽤
〇その上で、寒冷地の地域・社会特性（⽕気使⽤環境の違いによる出⽕率の相違）や出⽕抑制対策（感

震ブレーカー設置）を踏まえた出⽕率を設定
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